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別紙３ 　平成１6年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

整理番号 38-5 事務事業名 北広島市教育研究会補助事業 作成部署 管理部管理課 内線886

事務区分 　■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 鈴木　正広 課長職名 青山　章二 作成日 平成16年6月

　事務事業開始年度
根拠法令等

　〃 終了予定年度

教育内容の充実 施策）

節 学校教育

　　　意　　図
（何をねらっているのか｡対
象をどのような状態にした
いのか）

教職員の指導力向上、児童生徒の文化・体育活動を活発化し北広島市の教育向上を図る。

上位施策との関連（総
合計画での位置付け）

章 豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

　目　　　的
(ここから成果指
標を導きます）

対　　象
(誰､又は何を) 市内市立小中学校教職員及び児童生徒

施策

事務事業開始のきっか
け（導入当初の目的等）

　北広島市の学校教育の発展と充実を図るため、教職員が相互に協力して教育に関する研究と研修を行う目的で教育研究会が設立さ
れたのをきっかけに補助を開始した。平成16年度から、小学校体育連盟、学校文化連盟、中学校体育連盟、教育機器活用研究連盟が
教育研究会へ統合し、教職員の資質向上のみならず、児童生徒の健全育成をも目的とする組織へと拡大した。市では、かねてから今年
度統合された4事業についても補助または交付金事業として財政的支援を実施している。この調書では、平成16年4月時点でこれまでの
評価を行い、今後の方向性を検討する必要があることから、新たに統合された4事業についても、過去から同一事業であったとみなし作
成した。

１　計　画　（プラン）

２　実　施　（ドゥ）

　手　　　段
(ここから活動指
標を導きます）

市が行った（行う）
事務事業の具体
的な実施内容
（※団体補助等
の場合はその補
助金による団体
の活動内容を記
載）

１5年
度
まで

16 年
度
平成16年度から、小学校体育連盟、学校文化連盟、中学校体育連盟、教育機器活用研究連盟が北広島
市教育研究会（広教研）と統合した。引き続き、各種事業の充実と発展を図っていく。

（教育研究会の主な実施内容）

・小学校体育連盟

【事業費の推移】 （単位：千円）

区　　　　分 １４年度（決算） １５年度（決算） １６年度（予算） １７年度（予定）

直接事業費

国支出金

地方債

道支出金

一般財源 7,232 6,123 6,823

その他特財

①合　計 7,232 6,123 6,823

人 　件 　費　（概
算）

②人　数（年間） 0.300 0.300 0.300

③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000

④＝②×③ 2,700 2,700 2,700

9,932 8,823 9,523

9,000

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　　　標 指　　　標(算式）
指　　　　　標　　　　　値

１４年度 １５年度 １６年度（目標） １７年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④

活動指標 小学校体育交流会実施回数（回） 1 1 1

（事務事業の活
動量や実績）

学校文化連盟主催事業数（回） 7 7 7

教育機器活用研究連盟主催事業数 3 3 3
教育研究会主催研修・研究事業数
（回）※各部会の活動を除く

2 2 2

成果指標 小学校体育交流会参加延べ児童数（人） 1,285 1,275 1,233

（目的の達成度を
測るものさし）

学文連主催事業参加延べ児童生徒数（人） 5,731 5,670 5,548

教育機器活用実施事業対象校数（校） 16 16 16
教育研究会主催研修・研究事業参
加延べ教員数（人）

378 386 351

効率指標 1人あたりコスト（円） 1,617 1,457 1,614

（主要活動単位当
たりコスト）

（総事業費/児童生徒+教職員数）

※児童生徒+教職員数（人） 6,141 6,056 5,899

中体連実施大会参加延べ生徒数（人） 1,285 1,204 1,127

中学校体育連盟実施大会数（回） 2 2 2

・学校文化連盟

・中学校体育連盟

小学校体育交流会（球技大会）

小中学校音楽の集い、中学校音楽発表会（楽器・合唱）、小中学校移動絵
画展、創意発明工夫展、文集の作成、新春書き初め展

市内中学校体育連盟春季・秋季大会、東広島市スポーツ交流

教育機器活用技術向上の講習会・研修会、自作教材の各校の実践交流

研究中心発表、教育課程研修、生徒指導研修、各専門部の研修、副読本
編集、新入会員研修

・教育機器活用研究連盟

・教育研究会



整理番号 38-5

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）
事務事業を取り巻く社会
環境の変化や今後の予
測・他市町村の動向等 他市においても、同様に教育研究会において活発に活動している。

【妥当性の評価と改善の方法等】

項　　目 判　定 判定の説明や課題 改善の方法

行政関与の妥当性 ■適切

市内の児童生徒の学校教育の向上を図るう
えで、教職員の資質向上のための研修や児
童生徒の文化体育活動への援助についての
行政関与は必要である。

【市が実施すべき事務事業です
か。市民・企業等での実施可能性
はありませんか】

□改善の余地あり
(⇒改善の方法記
入）

目的の妥当性 ■適切

学校間全体で、学習指導の研究や児童生徒
の文化・体育活動などに関する研究は常に行
う必要があることから目的は妥当である。

【社会経済情勢や市民ニーズの変
化などから、設定した対象や意図
は妥当ですか】

□改善の余地あり
(⇒改善の方法記
入）

手段の妥当性 ■適切

研究内容が、学校教育に関することであるた
め、財政的援助が必要であると考える。

【現在の手段は適切ですか。もっ
と効率的で有効な手法はありませ
んか】

□改善の余地あり
(⇒改善の方法記
入）

受益者負担の妥当性 □適切
事業費の財源に、会費として教職員の本人負
担が含まれており、そのほとんどが研修・研
究事業や児童・生徒の文化・体育活動に充て
られている。事業内容を踏まえつつ補助金の
範囲について整理する必要がある。

他市の状況を把握しながら、本人負担のあり
方を検討する。【受益者負担の適正化の余地はあ

りませんか】

■改善の余地あり
(⇒改善の方法記
入）

□該当しない

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

項　　目 判　　定 判定の説明や課題 改善の方法

有効性の評価 □十分成果が上がっている

教職員の研究や、各種事業が活発に行わ
れ、概ね成果が上がっている。

【意図した成果は
上がっています
か】

■概ね成果が上がっている

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

効率性の評価 □十分効率的

事業及び組織を統合したことで、補助事務手
続きの上でも、効率化が図られたと考える。

【手法は効率的で
すか。コスト節減
の方法はありませ
んか】

■概ね効率的

□やや非効率

□かなり非効率

【事務事業担当部局内優先度】

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

■Ａ 　　　 □B    　　□C

事務事業担当部局の総合
判定

□拡大・重点化する

４　総合判定と今後の方向性
【１次評価】 　判　　　　定 今後の方向性や改善方法など

【上記３の評価と改善を踏
まえ、今後の方向性につい
ての総合判定と改善方法等
を記入】

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　組織の統合で、補助金を有効に活用することが可能となり、より自主的な活動
が行われている。現状のまま継続するが、今後、教職員の本人負担の考え方に
ついて検討・整理していく。

■現状のまま継続する

【２次評価】 　判　　　　定 今後の方向性等

行財政構造改革推
進本部の総合判定

□拡大・重点化する

現状のまま継続するが、事業費補助への転換を図ることが必要と考える。

■現状のまま継続する

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）



補助・交付金の算出根拠 定額（実績に応じて精算）

％ 75 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

52 ％ 49

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 4,578,926 4,310,966 9,144,370

補助・交付金の対象経費（項目） 全項目 全項目 全項目

0

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

52 ％ 49 ％ 75 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 88,485 85,437

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 4,578,926 4,310,966 9,144,370

その他（　予備費　　）　 0 0 60,550

事務局費 463,966 246,374 170,000

137,000

支　　出

研修費（講習会,研究会,視察） 4,008,000 3,920,732 8,776,820

会議費 106,960 143,860

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 4,667,411 4,396,403 9,144,370

85,450

165,000

雑入 5 4 20

6,823,000

2,070,900

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 2,400,000 2,100,000

知能検査委託金 161,820 159,210

繰越金 111,386 88,489

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充
当状況（15年
度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等
の活動内容

教科その他の領域の内容の指導法についての共同研究。
研究会、講習会の開催。
児童・生徒の文化体育的行事。
その他、教育活動に必要なこと。
※平成16年度から、小学校体育連盟、学校文化連盟、中学校体育連盟、教育機器活用研究連
盟を統合した。

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数 　市立小中学校教職員　351名 （１６年３月末現在）

交付先団体等
の活動目的

市内学校教育の発展を図るために、相互に協力して、教育に関する研究と研修を目的とする。

補助金･交付金
名

北広島市教育研究会補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市教育研究会　会長　竹内昌直 設立年

整理番号 38-5

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　

会費 1,994,200 2,048,700



役務費

21,709

504 3,360

事務費 56,843

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 388,010 300,000

会議費

23,020

20,000

補助・交付金の算出根拠 定額（実績に応じて精算）

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100 ％ 100

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 388,010 300,000

補助・交付金の対象経費（項目） 全項目 全項目

％
全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

100 ％ 100

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 388,010 300,000 0

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

38,420

0

支　　出

研修費（講習会,研究会,視察） 271,974 215,200

旅費 36,980

諸収入 10 0

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 388,000 300,000

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充
当状況（15年
度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等
の活動内容

体育交流会の実施
※平成16年度から北広島市教育研究会へ統合した。

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数市内小学校の代表者 （１６年３月末現在）

交付先団体等
の活動目的

体育活動を通して、交流を図り、児童の体力向上に役立てることを目的とする。

補助金･交付金
名

小学校体育連盟交付金

交付先の名称
及び代表者名

小学校体育連盟　　 設立年

整理番号 38-5

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　



別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　

整理番号 38-5

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

中学校体育連盟補助金

交付先の名称
及び代表者名

中学校体育連盟 設立年

構成員（団体）数市内中学校の代表者 （１６年３月末現在）

交付先団体等
の活動目的

体育活動を通して、学校間交流や生徒の体力、技術の向上を図ることを目的とする。

交付先団体等
の活動内容

市内春季・秋季大会の実施。
関係団体との連携・調整。
※平成16年度から北広島市教育研究会へ統合した。

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充
当状況（15年
度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 2,955,000 2,382,000

諸収入 11 1

支　　出

研修費（講習会,研究会,視察） 2,432,294 1,844,172

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 2,955,011

負担金 429,450 413,700

事務局費 93,267 124,129

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 2,955,011 2,382,001 0

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

100 ％ 100 ％

補助・交付金の対象経費（項目） 全項目 全項目

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 2,955,011 2,382,001

％ 100

2,382,001 0

補助・交付金の算出根拠 定額（実績に応じて精算）

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100



補助・交付金の算出根拠 定額（実績に応じて精算）

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100 ％ 100

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 247,000 223,000

補助・交付金の対象経費（項目） 全項目 全項目

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

100 ％ 100 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 247,000 223,000 0

事務費 69,254 54,451

研修費（講習会,研究会,視察） 146,431 136,614

負担金 31,315 31,935

0223,000

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 247,000 223,000

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 247,000

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充
当状況（15年
度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等
の活動内容

教育機器の活用技術向上のため、講習会・研修会の実施
教育機器活用や自作教材などに関する各校の実践交流
石狩管内教育機器活用研究会や全道放送教育研究会への参加
※平成16年度から北広島市教育研究会へ統合した。

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数市内小中学校の各学校の担当教員 （１６年３月末現在）

交付先団体等
の活動目的

　市内小中学校の情報教育や放送機器を活用した教育の振興を図るための研究や研修会等
に参加することを目的とする。

補助金･交付金
名

北広島市教育機器活用研究連盟交付金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市教育機器活用研究連盟 設立年

整理番号 38-5

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　



補助・交付金の算出根拠 定額（実績に応じて精算）

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100 ％ 100

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 1,242,001 1,118,001

補助・交付金の対象経費（項目） 全項目 全項目

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

100 ％ 100 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 1,242,001 1,118,001 0

会議費 179,924 162,037

197,340

0

支　　出

研修費（講習会,研究会,視察） 858,042 758,624

負担金 204,035

諸収入 1 1

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 1,242,000 1,118,000

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 1,242,001 1,118,001

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充
当状況（15年
度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等
の活動内容

音楽の集い（小学校）
音楽発表会（中学校：楽器・合唱）
移動絵画展
文集「北広島の子」の発行
書き初め展
※平成16年度から北広島市教育研究会へ統合した。

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数市内小中学校の各学校の担当教員 （１６年３月末現在）

交付先団体等
の活動目的

小中学校における日常の文化活動の成果を発表することにより、交流を深め児童生徒の情操
を豊かにすることを目的とする。

補助金･交付金
名

北広島市学校文化連盟交付金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市学校文化連盟 設立年

整理番号 38-5

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　


